別表3の3
生涯学習推進アドバイザーの服務内容について
区分
服務内容等

職務に専念する義務
地方公務員法(昭和25年法律第261号)第30条の規定に基づき、職務の遂行にあたつては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。

守秘義務
地方公務員法(昭和25年法律第261号)第34条の規定に基づき、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

職務の基本姿勢
その言動行為が直接若しくは間接的に社会教育施設の管理、運営及び住民の学習及び指導に大きな影響を与えることを自覚し、明朗かつ誠実に勤務を遂行しなければならない。
①　住民にはやさしく親切に接すること。
②　住民には丁寧な態度で接すること。
③　教育委員会の諸行事の実施にあたつては、積極的にその業務にあたること。

業務内容
①　各世代教育に関すること
ア　乳幼児教育の企画、立案、運営、評価
イ　青少年教育の企画、立案、運営、評価
ウ　成人(女性を含む)教育の企画、立案、運営、評価
エ　高齢者教育の企画、立案、運営、評価


②　地域教育力の向上に関すること
ア　学社融合の推進
イ　コミュニティづくりの推進


③　芸術、文化、文化財に関すること
ア　優れた芸術文化の鑑賞機会の充実
イ　芸術文化の創造活動の促進
ウ　郷土文化の理解と継承
エ　文化財の保存と活用


④　図書活動に関すること
ア　図書活動の推進


⑤　スポーツ・社会体育に関すること
ア　社会体育事業の企画、立案、運営、評価
イ　総合型地域スポーツクラブの推進


⑥　社会教育施設に関すること
ア　社会教育施設の管理、運営


⑦　社会教育計画に関すること
ア　単年度計画の策定
イ　中期計画の策定

その他
①　業務の履行に際し事故等が発生した場合は、直ちに社会教育課長へ連絡しなければならない。
②　業務の履行に際しては、関係職員等との連携を図り、疑義が生じた場合は、自己の判断によることなく、社会教育課長若しくは係長等関係職員の指示に従わなければならない。
③　その他必要な事項については、社会教育課長若しくは係長等の指示に従うものとする。

